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１.研究背景と目的 

 
A Study of the 
Specification a
 
 

ⅱ）

ⅲ）用途地  

系統別の面積変化

0.0

1000.0

2000.0

3000.0

4000.0

5000.0

6000.0

7000.0

8000.0

1951 1961 1970 1973 1978 1983 1986 1996 2001 2003
年

h
a

住居系

商業系

工業系

図３ 面積変化 

都市計画法に基づく地域地区の一種に、用途地域がある。

用途地域とは、段階的な市街化をはかる目的と市街地像を決

める為に用途別に分類されるもので、大分市は 1970 年に市街

化区域と市街化調整区域を決定した。それ以降、1996 年の 8

用途地域指定から 12 用途地域指定への改正など、定期的に

見直しが行われている。これらは、都市の安全性、利便性かつ

快適性等の増進をはかる目的でなされているはずだが、大分

市の今現在かかえている都市のスプロールやモータリゼーショ

ン対応の遅れなどの問題が指摘されていることからも、良好な

都市環境が形成されているとは言い難い。そこで本研究では、

用途地域の変遷を辿ることでその変遷を把握し、大分市にお

ける用途地域指定のあり方を見直すことを目的とする。まず

ArcGIS を用いて、線引きが行われる以前も含めた１1 ヶ年度分

の都市計画図のデータ化を行い、大分市の用途地域の変遷を

把握する。さらに土地被覆分類と用途地域をオーバーレイする

ことにより、用途地域指定とそれに伴う市街化の現状との関連

性を明らかにする。研究のフローを図１に示す。 
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居地域)、商業系(近隣商業地域、商業地域)、工業系（準工業

地域、工業地域、工業専用地域）の３つに分類して面積変化を

図 3 に示した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

グラフより、住居系の面積変化が大きいことが分かる。特に、

1951 年から 1970 年にかけての住居系の面積増加が顕著であ

る。これには、1960 年代初期に造成を開始した臨海工業地帯
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用途地域の変遷の把握 
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ⅳ）今後の土地利用 
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ⅴ）考察 
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遷を考察するにあたり、まず都市計画図デー

作成した。作成したデータは、1950 年、1962

973 年、1978 年、1983 年、1986 年、1992 年、

年、2003年の11ヵ年である。それぞれのデー

域、建蔽率、容積率、面積を属性値として与

、図 2 に 2003 年の用途地域図を示す。 

分類別にみた変化 
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展し大分市に多くの人が流入したという

62 年に県下で初の郊外住宅団地（城南

、1965 年には明野団地の造成が開始さ

が進んだことも理由として挙げられる。戦

ルを回復させようと、大分県や大分市は

どの整備を進めた。 

のパターン 

分の都市計画図データを年度毎に比較

ターンあった。(1)用途地域新規指定、(2)

の変更、(3)商業系から住居系への変更、

への変更、(5)同系統への変更、(6)市街

整区域への変更である。このうち、(2)と(4)

系用途の割合が増加すると、それに伴
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って商業系が次第に増加している。(4)は臨海工業地帯造成に

より、大分市の人口は飛躍的に伸び、その受け皿として良好な

居住環境が必要と考えられたため、工業系周辺に住居系が発

生したと考えられる。特に、臨海工業地帯の背後地である、津

留、高城、明野、大在、坂ノ市などで土地区画整理事業が行わ

れた。 

 

３.用途地域の変遷と土地利用の変化 

ここでは、都市計画図と土地被覆分類をオーバーレイするこ

とで、用途地域が指定された後の市街化状況を把握し、用途

地域指定と市街化状況の関連性を明らかにする。土地被覆分

類のデータは1985年、1990年、1995年、2000年、20002年の

５つを入手した。これらのデータと重ね合わせる都市計画図は、

土地被覆分類のデータ年以前のものとし、作成した11ヵ年から

1983 年、1986 年、1993 年、1996 年、2001 年の５つを選定した。

用途地域指定を行うことで、市街化がさらに進むことが確認で

きた。 

 

４.今後の土地利用 

用途地域指定と、都市計画道路、土地被覆分類図、また大

分市が策定した都市計画マスタープランをそれぞれ関連付け

て、今後の大分市の土地利用について述べることとする。主要

幹線道路沿いの用途地域指定の傾向として、まず道路周辺に

商業系用途がはりつき、その周辺あるいは背後地に住居系用

途地域が比較的まとまって分布する傾向がある。一方、工業地

帯周辺では、幹線道路をはさんで工業系用途地域と住居およ

び商業系の用途地域がわかれており、住商が比較的混在する

傾向がみられる。また、主要幹線道路沿いにある工業系用途

地域の背後地にも住居系用途地域が比較的大規模にはりつ

いている傾向がある。郊外型大規模店舗が建設されたことでの

周辺は今後も発展すると考えられるが、都市計画道路が整備

されれば、その発展は加速するものと考えられる。つまり、計画

道路沿いは現在、市街化調整区域であるが、今までの用途地

域指定の変遷からみると、なんらかの用途へ指定される可能性

が考えられる。図 4のゾーンAは、自然的環境保全ゾーンにあ

たる地域である。2002 年時点で既に高密度市街地になってい

る箇所が確認できる。また、その周辺には都市計画道路の建

設も予定されており、その周辺では住居系の用途地域の発生

やそれに伴う商業施設の立地なども予想される。図 5 のゾーン

B や C は、現在用途地域に指定されていない地区で、大分市

のグランドデザインでは田園環境保全型住宅地として計画され

ている。つまり、今後用途地域指定が行われる可能性があると

いうことである。しかも、ゾーン B では都市計画道路の周辺でも

あり、その可能性は大きいといえる。現在用途地域指定されて

いる地区で、田園環境保全型住宅地として指定されている地

域は、他の住宅地との違いを現在の都市構造の観点から詳細

に示すことが必要ではないかと考えられる。また、用途地域指

定により、市街化

が進行することは

明らかであり、今

後の開発と用途

地域指定が慎重 

に行われることが 

望ましいといえる。 

 

５.総括 

①用途地域を経

年的に把握した

ことで、用途地域

の変更状況が明

らかになり、1970
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とが明らかである。

また、用途地域指

定することが急激

な市街化を招いてい

定の都市計画道路沿
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